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社会変化に柔軟に適応し、
    社会に期待される学会へ

COVID-19 のパンデミックに見舞われた 2020 年は、まさに激動の一年と
なりました。世界の多くの国・都市で人の移動や社会活動が制限され、観
光や運輸産業を筆頭に経済活動は 2008 年の金融危機に相当する深刻な
打撃を受けました。一方、パンデミックや気候変動による災害に対する社会
の脆弱性が再認識され、経済の回復施策は、脱炭素化やデジタルといった
より良い未来の実現へと大きく舵が切られ始めています。このような社会変
化の中で、本会の会員である企業、大学、個人も2021 年度以降の活動の
中身やプロセスを多かれ少なかれ変えることが求められます。

2021 年度は COVID-19 の感染を適切にコントロールしながら、社会、経済活動を回復させ、同時にニュー
ノーマルへ向けた変革を進める重要な年となります。本会にとっては、創立 120 周年を迎える前年の 2016
年に策定された「新生『日本機械学会』の 10 年ビジョン」の１項目に掲げられた「リーディング・ソサエティ
としての学会」、すなわち社会の変革をリードするという学会本来のあるべき役割を果たすことがこれまで以
上に期待されています。

こういった環境変化と、これまでの学会としての多様な取組みや議論を継承し、2021 年度は「社会変化
に柔軟に適応し、社会に期待される学会へ」を運営スローガンとして、以下の三つの運営方針を掲げて取
り組んでいきます。
（1）コロナ後を見据えた学会のあるべき姿の追求
（2）新部門制における分野連携の強化と更なる学会としての価値向上
（3）10 年ビジョン実現に向けた財政の健全化

昨年度に続き、講習会、講演会などのイベントはオンライン開催を積極的に推進します。この機会に「情報」
のデジタル化、講習会・講演会のオンライン化を進め、より多くの会員、技術者に有益なコンテンツを届け
ることを目指します。

併せて、特別員である企業への情報発信及び対話の充実を図り満足度の向上に努めます。特に、特別員
企業向けの基礎・応用技術の教育サービスの充実を検討します。
「社会の変化に対応可能な柔軟な部門制の実現」を目指して昨年度より新部門制の試行が始まりました。

社会の変化を見据えた企画を推進し、部門・分野の連携を深めていきます。併せて学会横断テーマの活動
の強化も図り、分野を横断する課題設定型のテーマを掲げることで部門間交流の促進、他学会との連携強
化、産学連携の促進を進めていきます。

2020 年度に限れば COVID-19 の特殊要因もありましたが、長年続く会員数の減少の食い止めが容易で
ないことを認識し、短期的には運営固定費の削減と収入体系の見直しを行い、財務基盤の健全化を図りま
す。その施策の一つとして 21 年度 6 月に本会事務所を飯田橋へ移転し、賃料の低減を図ります。また、中
長期的な財政ビジョンを検討し、会員数の増強を含む学会の事業規模拡大の施策についても検討してまいり
ます。

機械工学はこれからも変わらず社会の基盤を支える技術であり、ニューノーマルを切り拓く重要な技術の
一つです。10 年ビジョンの実現へ向けて、変化する社会・会員に期待される学会となれるよう本会の運営
を進めてまいります。

第 99 期会長　佐田 豊
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2021年度取り組み方針

1. コロナ後を見据えた学会のあるべき姿の追求
コロナ感染症を経験した社会は、これまでと大きく変わっていくもの

と思われます。例えばオンライン会議やテレワークが常態化し、人々
のライフスタイルにも変化の兆しが見え始めています。企業における人
材活用も、従来のメンバーシップ型からジョブ型に徐々に移行していく
ものと推定されていますし、技術者のキャリアパスも、いろいろな方面
で経験と実績を積み重ねながら自己成長を目指す多様な姿に変ってい
くものと考えられます。その意味で会員の旺盛な学習意欲に応えるべく、
オンラインやオンデマンドでの技術者継続教育の体系化を進めると共
に、これまで出版が中心であった事業から、IT を活用した「知の情報」
の事業化を目指した検討を開始します。また会員数の減少傾向が続い
ている企業所属の会員や特別員からのニーズをとらえるための対話の
仕組み作りも進めます。

昨年度は多くの行事がやむを得ずオンライン開催となりましたが、
一方でオンラインのメリットは移動を伴わずに参加でき、時間的な制
約からも自由度が高められることにあります。このようなメリットを活用
し、デメリットを緩和できる方策も追及しながら学会行事の更なる活
性化を目指します。併せて学会内の事務についてもデジタル変革によ
る合理化を進め、会員サービスを充実し、社会への貢献を強化してい
きます。

図１　経営企画委員会における 2021 年度検討チーム

2. 新部門制における分野連携の強化と更なる学会としての価値向上
2020 年度より試行を開始した新部門制は、部門間の交流を促進

することにより新分野の創出や社会的課題の解決に貢献していくことを
目指しています。複数の部門が共同で開催するイベントや同一会場で
の同時開催などが数多く企画・実施されることにより、部門間の連携
が強化され、開催行事の魅力度を高めていきます。新部門制の試行
期間（2020 年度から 2022 年度）において、部門活動に対する新
たな支援方法や評価方法の検証を進め、2023 年度からの本実施に
向け新制度の課題を抽出して仕組みの改善を図ります。

図２　新部門制の試行

また、学術界と産業界の連携によるイノベーション創出の機会をよ
り多く提供していくことに加え、産業界との共通のテーマ設定（学会
横断テーマ）で時代を先取りした魅力的な行事企画を増やしていきま
す。

年次大会についても魅力度アップのための具体的な施策を検討して
いきます。2018 年度末に出された年次大会検討委員会の答申を受け
て、ポスター発表の活用やテーマ毎のゾーン化などの新たな試みが採
用されました。名古屋大学で開催された 2020 年度は、コロナ感染

症の影響で年次大会として初めてのオンライ
ンでの開催となりました。千葉大学で開催さ
れる 2021 年度の年次大会もオンライン開
催となりますが、2020 年度の貴重な経験を
活かし、新たな時代の大会となるべく準備を
進めてまいります。

そのほか、支部と地域産業界との連携、
他学協会との連携、国際化の推進などによ
り分野横断・産学連携を促進して会員満足
度の向上に努めます。

3. 10 年ビジョン実現に向けた財政の健全化
2018 年度、2019 年度と合わせて約 85 百万円もの正味財産を減

少する結果となりました。一方で 2020 年度は感染症の影響で事業
活動が大幅に低減しましたが、費用も抑制されたため結果的に正味
財産は経常増減額で約 26 百万円回復しました。ただ本来の事業規
模に戻ることになれば、今のままでは赤字傾向は避けられず、10 年ビ
ジョンを着実に達成していくためにも、本会財政の健全化は不可欠で
す。新規入会する若手会員の減少に加え定年退職に伴う会員の退会
で、特に企業所属の会員数の減少傾向は続いています。そのため会
誌発行も含めたデジタル化の促進等で一層の経費削減を進めていきま
す。さらに部門事業において経営的な視点で共通経費を含めた事業
計画を検討いただいていますが、共通経費そのものの削減も重要な課
題です。業務の合理化・効率化による人件費関係の削減と共に、賃
借料も削減するため本部事務所の移転も下記の通り決定しました。

将来に向けた中長期的な視点で財政のビジョンを構築するため、会
費を投入すべき事業と独立採算を求める事業を明確化していくと共に、
学会としての事業規模を拡大していくためのロードマップを検討してい
きます。

【学会本部事務所の移転】
本会の本部経費の削減のため、本年 1 月の理事会で本部事務所

の移転が承認されました。1995 年に新築された信濃町煉瓦館に移
転以来 26 年目の移転となります。移転に伴って、現事務所の大きな
スペースを占めていた図書類の電子化を進めます。これは大規模災害
に備えた BCP（Business Continuity Planning）の一環でもありま
す。またコロナ後を見据えて、オンライン会議が機能的に開催できる
設備を備えるなど、専有面積は信濃町の事務所より約 40% 縮小され
ますが、会員の皆様の利便性を第一に考えた本部事務所を目指しま
す。ご期待ください。

所在地：東京都新宿区新小川町４番 1 号 KDX 飯田橋スクエア 2 階
交通：JR 中央・総武線、東京メトロ東西線、南北線、有楽町線、

都営地下鉄大江戸線　飯田橋駅より徒歩５分
移転時期：2021 年 6 月 14 日より新事務所での執務を開始します

図 4　KDX 飯田橋スクエア

経営企画委員会

学会横断テーマ企画チーム
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①少⼦⾼齢化社会を⽀える⾰新
技術の提案
②持続可能社会の実現に向けた
技術開発と社会実装
③機械・インフラの保守・保全
と信頼性強化
④未来を担う技術⼈材の育成

情報の事業化検討WG

技術者継続教育検討WG

年次⼤会活性化検討WG

・部⾨講習会等の体系化や受講認証など
技術者継続教育の機会提供の仕組み作り

・電⼦出版や電⼦媒体での情報配信など
学会の財産である「知の情報」の事業化

・社会的課題に向合ったプログラム構成など
中期的視点で年次⼤会の魅⼒度アップ

年度 年度 年度 年度 年度 年度

組織体制・評価方法 試行
支援方法 交付金・事務支援 現行通り 試行

本実施
結果のフィードバック

まとめ

図 3　2021 年度年次大会
千葉県 PR マスコットキャラクター 

チーバくん 千葉県許諾 第 A2377-1 号

2



日本機械学会の現状 

2019 年度より減少に転じていた会員数はコロナ禍の影響を受けて
減少傾向が加速しました。また、正味財産は 2018 年度から 2 期連
続で大幅なマイナスであったものの、2020 年度は感染症で事業活動
が大幅に制約され費用発生が抑えられたことや高額なご寄付を戴いた
結果、約 59 百万円の正味財産のプラスに転じました。

図 5　会員数と正味財産の推移

1. 会員数の状況
2020 度末（2021 年 2 月末）の会員数は 33,229 名で、2019 年

度末と比べ 2,045 名減少しました（表 1）。2020 年度末の女性会員
数は 1,146 名で、2019 年度末から 17 名減少しました。同じく外国
籍会員数は 807 名で、36 名減少しました。

表 1　会員数の状況

2020 年度（2020 年 3 月～ 2021 年 2 月）は 4,000 名弱が入会
（正員 550 名、学生員 3,327 名、特別員 11 社）しましたが、感染
症拡大による講演会中止が影響し、入会者数が昨年度より約 1,100
名減少しています。これに加えて、退会及び会費滞納による資格喪失
が 6,000 名弱あり、大幅に会員数が減少しました。

また、企業所属の正員は 2019 年度末と比べ約 600 名減少し、コ
ロナ禍により、学会離れが加速しています（図 6）。

図 6　所属別正員数の推移

企業に所属している会員が減少している理由は、若手の入会が少な
いことにあります。企業所属の正員の年齢分布は、40 代前半以下の
若年層が少ない構成になっています（図 7）。この年齢分布は、全体
が少し下がりながら毎年 1 年分右に移動しますが、58 歳以降の「定

年の壁」は移動しないことから、会員数が大幅に減少する構造となっ
ています。企業所属の会員の減少を止めるためには、まず若い層を増
やしていく工夫が必要です。

図 7　企業所属正員の年齢分布

また、学生員の多くは卒業して社会人になると多くが本会から離れ
てしまいます。学生員が卒業して 5 年後に継続して本会の会員でいる
割合はおよそ 20% です。若手会員にとっての魅力度を向上すること
で、学生員の卒業後の継続率を向上することが重要な課題となってい
ます。

2. 財務の状況（2020 年度決算）
今年度の経常収益は 697 百万円、経常費用は 670 百万円で、経

常収支 26 百万円の黒字となり、指定正味財産は個人からの高額の
ご寄付（計 20 百万円）や株式評価益などで 32 百万円増となりまし
た（表 2）。[ 資産－負債 ] である正味財産は前年度に比べ前述の通
り59 百万円増となりましたが、事業規模は前年度の 10 億円規模か
ら 7 億円と大幅に縮小した中での結果でした。一般正味財産が結果
的に黒字になったのは、コロナ感染症で事業活動が大きく制約され、
固定費を除く事業の費用が大幅に減少したためです。

表 2　2020 年度決算

なお実施事業は公益目的支出計画に従い、毎年▲ 83 百万円程度
となるよう計画的に運営し、昨年度は▲ 84 百万円でした。会費収入
を受け入れる法人会計では、会員数の減少により個人会費収入は前
年度より▲ 12 百万円となる 302 百万円となりました。事業別の経常
増減額は、出版事業で 34 百万円の増、交付金を除く部門事業で▲
50 百万円、同じく支部事業で▲ 21 百万円、事業委員会関連事業で
は▲ 16 百万円となりました（図 8）。

図 8　2020 年度決算の正味財産変動要因
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 2020 年度活動報告 

1. 新型コロナウィルス感染拡大に伴う対応
（1）緊急タスクフォース

2020 年 1 月からの国内における新型コロナウイルス感染拡大を受
けて、本会に川田筆頭副会長（当時）を委員長に緊急タスクフォー
スが設置され、3 月に計画していたメカジョ未来フォーラム 2020 の
開催を中止し、4 月の定時社員総会のオンライン開催と付帯行事の
中止を決定しました。また新年度の体制でも佐田筆頭副会長を委員
長に緊急タスクフォースを設置し、年内は講演会、講習会、懇親会
など人が集まる形での行事や会合などの開催を避けることとする一方
で、可能な限り行事を中止するのではなくオンライン会議システムを
利用して開催するよう各組織長あてに要請しました。その後も継続的
に状況を見極めながら、最終的に 2022 年 3 月まで同方針を更に継
続していくこととしました。

（2）講演会、講習会のオンライン開催
上記状況に鑑みてオンラインツールによる行事開催のための環境整

備を進め、2020 年 5 月以降、研究発表講演会 15 件、講習会・特
別講演会他 56 件をオンライン開催することができました。オンライン
開催の結果を見ますと、研究発表講演では講演件数・参加者数とも
に約 1 割減となりましたが、セミナー・講習会では参加者数が約 3
割増となりました。また参加費を大幅に値下げしても参加者数は従来
と変わらず、オンライン実施方針を見直しました。

図 9　年次大会での当日の開催イメージ

（3）事務局運営の効率化
事務局では 2020 年 4 月 20 日より在宅勤務と管理職による交替

出勤を併用した運営をスタートさせました。また事務の IT 活用による
効率化を継続して進めています。

【一部行事における Web 決済システム（イベントペイ）の導入】
本会の一部行事について、参加申込み、参加費支払いに Web 決

済システム「イベントペイ」の導入により、現金・現金書留・請求
書による銀行振込を終了し、①クレジットカード決済 ②コンビニ決済 
③ペイジー決済が選択できるようになりました。

【会費請求の電子決済サービスの導入】
2020 年 6 月下旬から会費（新入会含む）のクレジットカード決済

を導入し、新入会手続きでは 20 万円の削減、また 2021 年会費請
求（自動引落以外）にも適用した結果、前年比 300 万円の経費削
減となりました。

2. 中長期的課題への取り組み
2019 年度の中長期的課題に対する取り組みとして、新部門制の

検討と学会横断テーマの導入の他、以下の取り組みを行いました。
（1）新部門制の試行

10 年ビジョンに基づき、部門や分野の壁を越えた活動を活発に行
うため、2016 年度より部門のあり方検討委員会、2018 年度より新
部門制検討委員会を設置し、部門活動のあり方について議論を重ね

てきました。部門間交流を促進するという新部門制検討委員会から
の答申書の主旨に則り、新たに部門評価委員会、分野連携委員会
を新設し、組織改編と部門活動に対する支援の方法、および評価の
方法を検討しました。

分野連携委員会では部門間交流を促進するため、各部門から選
出された委員でブレーンストーミング会を開催し、連携可能性の話し
合いの場を設けました。複数部門講演会の同時・同場所開催や合
同の講演会企画など 2021 年度に開催が予定され、分野連携委員
会で採択された企画（現時点で 17 企画）に支援金を支給します。
2021 年度部門交付金は、現在の均等配分のみ（部門交付金の
1/3）となりますが、残りの原資をこの連携企画の支援金とし、部門
間交流の促進に充てます。

部門評価委員会では部門間交流を促進するため、自己評価と定量
評価による新たな評価方法を検討しました。定量評価項目中の事業
収支の評価基準について、財政の健全化に向けて共通経費を算入
することとしました。また、各部門には 2021 年度～ 2022 年度の 2
年間を対象とし、自己評価とその目標について部門ポリシーステート
メントを作成頂きました。2023 年からの部門活動に対する新たな評
価方法の本実施に向け、この試行期間中にその仕組みを検証してい
きます。

（2）学会横断テーマ
SDGs や Society5.0 など社会的課題を通して部門連携の強化や

産学連携を促進し、学会としての魅力度を高めるため、2020 年度か
ら４つの学会横断テーマを設定し活動を開始しました。まずは 2021
年度の年次大会での特別企画を目指します。

①少子高齢化社会を支える革新技術の提案：佐久間一郎（東大）
②持続可能社会の実現に向けた技術開発と社会実装：近久武美

（北海道職業能力開発大学校）
③機械・インフラの保守・保全と信頼性強化：井原郁夫（長岡技
科大）
④未来を担う技術人材の育成：山本誠（理科大）

（3）他学会との連携（電子情報通信学会）
電子情報通信学会とはこれまで会誌での特集や講演会の合同企

画、入会金相互免除など連携を深めてきました。昨年の年次大会で
は合同で先端技術フォーラム「MaaS（Mobility as a Service）を
支える次世代モビリティ技術」を開催しました。2021 年度も同様の
企画を進めます。

（4）その他の取り組み
【若手の会】

「若手の会」は 2018 年度から常設委員会となった 40 歳程度まで
の本会会員による組織です。若手会員の増強並びに活性化を推進す
るため、当事者である若手会員自身により本会の魅力度向上に資す
る施策の立案・実施、若手会員の交流ネットワークの構築を行うこと
を目的としています。2020 年度は新たなワーキンググループ「交流
会企画」を加え活動の活性化を図り、若手の会メンバー向けに第 1
回若手技術交流会をオンラインで開催するなど、若手会員とのネット
ワークの構築に向けた活動を着実に進めています。

【多様性】
10 年ビジョンに掲げられた「世界に開かれた多様性に富んだ学会」

の実現に向け、Ladiesʼ Association of JSME（LAJ 委員会）や
JSME International Union（2019-2020）（JSME-IU）などの委
員会が活動を進めています。LAJ 委員会では、同委員会が中心となり

「メカジョ未来フォーラム 2021」をオンラインにて開催しました。機
械系女子学生約 100 名が集まり本会特別員企業 33 社と交流しまし
た。また、JSME-IU では、感染症で対面でのイベントが難しい中、

聴聴講講者者

実実行行委委員員会会

ホストPC
ZoomとYouTube配信
会場担当係が操作

座座長長＋＋講講演演者者数数名名
Zoomでグループ
通話接続する

ホストPCの画面・音声を
YouTube に配信

講演者は，各自PCよりPPTを
画面共有し，発表，質疑応答

講演者の発表後，質疑応答時は，聴講
者はZoom会議室に入室し，質問可能

聴講者はYouTubeの動画配信により聴講し，
Zoomで質疑応答する．セッション終了後は，
質疑応答を含めてタイムシフト聴講可能

図1
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オンラインを活用した在外研究者の研究室紹介や海外の著名な研究
者のオンライン講演など積極的に情報発信が行われました。2021 年
度からは JSME-IU が常設委員会化されることから、海外・在外の
研究者とのグローバルコミュニティの形成に向けた活動に向け必要な
情報発信を行っていきます。

【特別員に対するサービス向上】
会員部会では 2019 年度に特別員に対し実施した『特別員企業向

けの若手技術者・研究者を対象とした基礎教育的な講義の実施』ア
ンケートに基づき、特別員のニーズに合うサービスの提供ができるよ
うにするための仕組み作りの検討を進めました。

【広報・情報活動】
毎月の会誌のほか、学生員を対象とした情報誌「ねじあわせ」を

春・夏・秋に発行しました。感染拡大による行事開催中止の影響に
より HP アクセス総数は減少しましたが、講演会のオンライン開催に
伴って一部の特別企画を YouTube にてアーカイブ配信し、平均視
聴者数は約 1 千名でした。また、2020 年 7 月に機械工学事典電子
版を会員限定から一般公開に切り替えたところアクセス数が増加し、
2021 年 1 月度のページビュー数は 14 万件に達しました。

3. 主な事業
（1）年次大会

2020 年度年次大会を 9 月 13 日（日）～ 16 日（水）の 4 日間
にわたり名古屋大学をベースとして、コロナ禍により大会史上初めて
オンラインで開催しました。発表者、座長、質問者、会場係スタッ
フのみ Zoom 会議室に入室し、その様子をリアルタイムで YouTube
配信し、3 日間オンデマンドで参加登録者に公開しました。また理事
会企画として、他学会との合同企画を含めた 5 件の特別行事を実施
しました。オンライン開催になりましたが、学会誌に 8 か月にわたって

「語ろう名古屋で！」を掲載し名古屋の魅力を伝えました。講演件数
は 988 件と減少したものの有料参加者数は 1,835 名と昨年より若干
増え、新たな試みが行われた大会となりました。

（2）部門活動
2020 年度はオンラインで国内講演会 14 件、国際会議 1 件、講

習会 34 件、特別講演会 22 件が開催されましたが、コロナ禍により
講演会 12 件、講習会 3 件、特別講演会 12 件が中止・延期となっ
ています（図 10）。2020 年度は新部門制の初年度で、部門のタイ
プによって新たな枠組みの中で活動が行われました。

図 10　部門講演会の開催数と有料参加者数

（3）学術誌
日本機械学会学術誌は、機械工学の全分野をカバーした総合誌

４誌（英文レビュー誌、和文誌、英文誌、英文速報誌）と専門分
野毎の部門英文ジャーナル４誌を J-STAGE でオープンアクセスにて
発行しています。投稿・掲載数は、和文誌、英文誌共に減少してお

り（図 11）、増加に転じさせるための具体的な施策を検討しました。
講演会で発表した原稿を学術誌へ投稿し易くするための投稿要件の
変更、国際的な学術出版に準拠するための施策を実行していきます。

図 11 学術誌の投稿数と掲載数

（4）機械の日
2020 年 8 月 7 日に「挑み続ける機械」をテーマに記念講演をオ

ンライン開催しました。また、2020 年認定機械遺産の選考理由およ
び機械遺産所有者のコメントの動画配信を行いました。当初は大阪
市中央公会堂での開催を企画しておりましたが、コロナ禍における行
事開催方針に則り、オンライン形式での開催に切り替えました。

（5）機械遺産の認定
機械遺産として新たに 5 件を認定し合計 104 件になりました 

（表 3）。
表 3　2020 年度機械遺産

（6）表彰
2020 年度の本会会長名による表彰は表 4 の通りです。

表 4　2020 年度表彰

（7）出版事業
今年度の新規出版物として新刊 5 点、重版 19 点を発行しました。

新刊のうち 4 点は発電用設備規格でした。ここ数年、発電用設備規
格以外の新刊が少ないことから出版事業の売上は減少傾向にありま
すが、2020 年度の売上高は 2019 年度と比べて約 2 千万円の増加
となりました（図 12）。さらなる一般書籍の発行数増加が必要である
ため、出版センターでは新刊「やさしいテキストシリーズ」の発刊に
ついて企画・検討しています。

図 12　出版事業売上の内訳
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認証No.・対象 機械遺産名称
100. Collection &

Documents
工部大学校の「機械学」教育機器およびC.D.ウェスト関
係資料群

101. Collection
日本の一眼レフカメラを世界水準へと進展させたアサヒ
フレックスⅠ・ⅡB、ミランダT、ズノー、ニコンF

102. Collection 自由粉砕機 第1号機（奈良式高速衝撃粉砕機）
103. Collection 日本の溶射技術を工業化したアーク溶接ガン
104. Collection 機械式無段変速機 リングコーンRC型
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表彰名称 贈賞件数 表彰名称 贈賞件数
日本機械学会賞（技術功績） 5 日本機械学会標準事業表彰貢献賞 2
日本機械学会賞（論文） 16 日本機械学会標準事業表彰国際功績賞 3
日本機械学会賞（技術） 8 日本機械学会標準事業表彰コードエンジニア賞 1

日本機械学会奨励賞（研究） 17 日本機械学会若手優秀講演フェロー賞 58
日本機械学会奨励賞（技術） 12 日本機械学会畠山賞 337

日本機械学会教育賞 5 日本機械学会三浦賞 221
日本機械学会優秀製品賞 4 日本機械学会女性未来賞 1
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（8）資格認定・認証事業
機械状態監視診断技術者試験では感染症の影響で、振動分野は

例年２回の内、１回のみ（受験者 170 名、合格者 124 名）行い、
トライボロジー分野は、例年通り1 回（受験者 30 名、合格者 28 名）
の資格認証試験を実施しました（図 13）。その他、更新認証を行い
ました。 

計算力学技術者資格認定試験では、上級アナリスト認定試験、初
級認定（書類審査）のみ実施し、1,2 級試験は感染症の影響により
中止となり、受験者数は大幅に減っています（図 13）。固体力学（受
験者 58 名、合格者 51 名）、熱流体力学（受験者 23 名、合格者
23 名）、振動（受験者 6 名、合格者 5 名）、その他、国際相互認証、
更新認定を行いました。

図 13　認定・認証受験者推移

（9）JABEE 事業
技術者教育の振興、国際的に通用する技術者の育成を目的として

1999 年に設立された日本技術者教育認定機構（JABEE）に本会

はその設立から深く関わっており、全 16 分野のひとつである「機械
及び機械関連分野」の幹事学会として活動しています。JABEE 全体
として受審校の数が減少しており、「機械及び機械関連分野」でも
新規に審査を受ける教育機関は減少傾向にあります。2020 年度は、
継続審査 10 件、中間審査 1 件を予定しておりましたが、コロナの影
響により審査の実施が延期され、2021 年度に並行して行うこととな
りました。

（10）発電用設備規格
本会では主に火力および原子力発電プラントの機械設備（機器、

配管等）を安全に設計、製造、運転、維持するために発電用設備
規格の制定（改定）を行っています。2020 年度は、本会から 4 件
の規格を新刊として発行しました。2021 年度からは、規格の電子化
を行い、ペーパーレス化、利便性の向上、最新知見を適宜反映する
ことによる品質向上、収入の安定化を図る予定です。

（11）支部シニア会
各支部のシニア会では感染症対策としてオンライン上で相互の親睦

を図るなどの、活動を行いました（表 5）。
表 5　各支部シニア会

（12）機械工学振興事業
会員各位からいただいた寄付金を資金として、次世代を担う大学

生までを対象とした事業に助成金を提供しています。今年度は 64 件
が採択されていましたが、コロナ禍により多くの事業が中止や延期と
なりました。2021 年度の募集については募集開始を延期し、感染
拡大防止の観点から原則としてオンライン開催の行事に限って募集を
行うことになりました。

多様な交流の場としての
機能強化

集会行事の活性化

学術誌の
国際的価値向上

地域との連携強化

人材育成、
若手支援の強化

グローバル化、
多様性の推進

会員価値の向上

公益活動の強化

情報発信力の強化

組織力の強化

(1) 社会の変化に対応可能な柔軟な部門制の実現
(2) シーズとニーズの交錯によりイノベーションを創出する仕組み作り
(3) 若手が活躍しやすい人的ネットワークの構築

(4) 年次大会、部門講演会、支部講演会の見直しと活性化
(5) 社会的な課題を捉えたテーマ設定と産官学連携による解決に向けた議論
(6) 国内外の他学会との連携強化

(7) 投稿論文、掲載論文の量・質の向上、IFの取得
(8) 投稿、アクセスのグローバル化、レビュー期間の短縮
(9) オープンアクセスの利点PR、発信力の強化

(10) 地域の特徴を活かした支部の活性化
(11) 地域産業界（特別員）との連携強化
(12) 地域会員の多様化の推進とコミュニティ機能の強化

(13) 将来の機械工学を担う人材像の明確化と教育機関との連携強化
(14) 若手の自己啓発支援、キャリアアップ支援機能の強化
(15) 学生と社会との橋渡し機能の強化

(16) グローバル化、多様化のあるべき姿の明確化と戦略の策定
(17) グローバルな課題への対応力の強化
(18) LAJ、国際チャプター、International Union活動の拡充

(19) 会員の地位向上に向けた取り組みの明確化とアクションプランの策定
(20) 生涯にわたる自己実現の場の提供
(21) 会員（正員、学生員、特別員）メリットの向上

(22) 専門家集団としての社会貢献の強化
(23) 規格・標準化、認定事業の拡充
(24) 「機械の日」「機械遺産」活動、小中高生に対する啓発活動の継続強化

(25) 広報、情報、出版に関する企画、運営体制の強化
(26) 会員に対する情報サービス向上の継続
(27) 海外に向けた情報発信力の強化

(28) 経営企画力の強化、ガバナンスの強化、情報インフラの整備
(29) 財政の中長期ビジョンの策定とそれに向けてのアクションプランの明確化
(30) 本会プレゼンスの向上

10年活動方針 10年アクションプラン
リーディング・ソサエティ

としての学会

学術のトップランナー
としての学会

イノベーションを創出する
人材の育成を担う学会

世界に開かれた
多様性に富んだ学会

社会的責任を担い
持続的に発展する学会

多様な視点、多様な価値観が交錯することにより新た
な価値を創出する場として、社会の変革をリードする
とともに、会員のニーズに応えていく姿。

高い水準の専門学術を国際的に推進していくととも
に、分野を横断した新しい学際的な領域・技術を創成
していく姿。

社会が抱えている技術的な課題を解決するとともに、
新しい領域を切り拓き、産業および社会の発展へと貢
献できる人材を、世代、地域、領域および職能の垣根
を越えて育成していく姿。

多様なバックグランドを持った研究者・技術者が人的
ネットワークを構成し、交流および情報交換の場とし
ての機能を有するとともに、得られた情報および成果
を国際社会へ発信していく姿。

上記１から４の学会としての姿を実現していくため、
社会から公益的価値を認められ、強固な財政基盤を持
つことにより、組織として持続的に発展していく姿。
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人

年度

計算力学 固体 熱流体 振動

機械状態監視 振動 トライボロ

支部名 北海道 東北 北陸信越 関東 東海 関西 中国四国 九州
委員⾧ 杉山 弘 小沢喜仁 岩井善郎 中山良一 田中皓一 藤田勝久 山本幸男 石田正弘

登録者数 42 54 90 204 214 219 69 90

設立年月 2014/12 2016/7 2016/3 2016/3 2009/7 2006/4 2015/3 2011/3

10 年ビジョンとアクションプラン (2016 年度制定 )
日本機械学会は、国際的な視野から学術界・産業界をリードし、今後ますます複雑化する社会の要請に応えていきます。広範な分野を取り込

みイノベーションへとつなげていく横断的総合技術としての機械工学の強みを活かし、社会を変革する場であり続け、それを担う人材育成に貢献し
ます。そのため、今後 10 年間に本会が目指すべきビジョンを以下に定めます。
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